鈴鹿市住生活基本計画　概要版
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方針２

民間住宅事業者等との協働を推進します。

ＮＰＯ法人・社会福祉法人等との協働を推進し

ます。

行政機関内の推進体制を構築します。

国・県等の補助制度等を活用するなど財源を確

保します。

市営住宅を計画的な改修により、長寿命化を

図ります。（長寿命化型改善の実施）

高齢者など住宅確保要配慮者に民間賃貸住宅を

活用して住まいを確保します。

（あんしん賃貸支援事業の推進）

民間賃貸住宅に居住する住宅確保要配慮者に

民間の団体と協働で 居住支援を行います。

（あんしん賃貸支援事業の推進）

市のホームページ・広報などの媒体を活用し

て、住まいに関する情報を発信します。

既存の民間住宅の耐震化を一層進めます。
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ＣＯ２排出量の抑制を図るため、新・省エネル

ギー機器の導入を促進するなど環境に配慮した

住まいの普及を図ります。

既存の民間住宅のバリアフリー化に向けて

普及啓発を行います。

民間賃貸住宅を活用した公的賃貸住宅　施策の

導入を検討します。（家賃助成などの検討）

⑨

⑳

コミュニティの活性化を図ります。

目的別分散入居制度の導入を図ります。

市営住宅入居による利益が特定の世帯に集中す

ることのないよう入居制度を見直します。

（定期借家制度の導入）

指定管理者制度の導入を図ります。

貸住宅の斡旋等を行い明け渡しを促進します。

①

②

③

④

⑤

⑥

市営住宅を耐用年限や立地条件などに応じて

再編し、耐用年限を超過する住宅については円

滑な住替えを行います。

⑩

⑦

⑧

福祉対応型改善を推進します。

市営住宅跡地を活用し、地域の需要や立地条件

に応じ、福祉施設や分譲住宅地として処分など

を実施します。

市営住宅跡地に高齢者・障がい者に配慮した

住宅を誘致・整備します。

地域の個性及び特色を生かした良好な景観を

保全、創出します。

民間賃貸住宅の居住者への

居住支援

すまいに関する

情報発信

民間賃貸住宅の公的

賃貸住宅への活用

⑫

⑬

地域の個性を活かした

景観づくり

既存民間住宅における

バリアフリー化の普及

住宅確保要配慮者の

すまいの確保

⑪

⑲

⑭ 14

推進方策

高齢化や災害に強い住まい・まちづくりを進める

とともに、景観と自然環境に配慮した住まい・ま

ちづくりをより一層進めます。

20

施策推進の合意形成と

財源の確保

16

既存民間住宅の耐震化

の推進

19

協働による推進体制の

構築

15

市営住宅の団地

コミュニティの再生

1

市営住宅の優先入居

制度の拡充

2

3

市営住宅の入居機会の

公平性への対応

市営住宅の管理運営の

効率化

13

方針４

18環境配慮型住宅の普及

⑮

⑯

⑰

⑱

良質なすまい・まちづくり



市営住宅入居を住宅困窮度の高い世帯に対する一

定期間の自立支援策と位置づけ、高齢者や障がい

者、子育て世帯の優先入居の拡大と入居の流動化

による公平性の確保を図ります。

指標：建築物の耐震化率

　　　（90％）

　　　耐震化済建築物数÷全建築物数

5

12

民間賃貸住宅を活用した

すまいのセーフティネットづくり

4

17

方針３

11

市営住宅の再生による

すまいのセーフティネットづくり

今後、市営住宅の建設は原則的に行わず、既存ス

トックを有効に活用し、優先世帯である高齢者等

に適した住宅を供給するとともに、跡地や余剰地

に福祉施設や医療施設、高齢者住宅を誘導・整備

します。

指標：市営住宅の高齢者対応化率

　　　（20％）

　　　高齢者仕様戸数÷管理戸数

市営住宅の高齢者・

障がい者対応の推進

7

市営住宅跡地・

未利用地の活用

8

高齢者に配慮した

すまいの供給

9 市営住宅の再編

市営住宅の長寿命化

既存の民間賃貸住宅を活用し、住宅確保要配慮者

の住まいの確保と居住の安定を図ります。

指標：あんしん賃貸協力店の登録率

　　　（20％）

　　　協力店数÷仲介業者数

6

主な具体策

市営住宅の効率的な活用による

すまいのセーフティネットづくり

基本方針 施策の方向性

指標：市営住宅の優先入居率

　　　（70％）

　　　優先世帯の入居数÷総入居数

市営住宅の収入超過者等へ

の適正な対応

10


（１）計画策定の目的


本計画は、時代の要請や市民ニーズに応じた住宅政策を体系的・総合的に推進するため、近年の住宅政策の動向及び本市の地域特性や住宅事情、居住ニーズ等を整理・分析した上で、住宅政策の目標と展開方向、政策推進のための戦略計画等について検討し、本市における住宅政策の指針となる住生活基本計画を策定することを目的とします。
（２）計画の位置づけ


（３）計画期間

本計画は、平成22年度から平成37年度までを計画期間とします。





【課題１】　市営住宅の機能不全への対応と管理コストの縮減

○　市営住宅の団地コミュニティの再生

特定の団地に特定の属性を持つ入居者が偏らないように、多様な世帯をバランス良く配置することにより、市営住宅の団地コミュニティの活性化を図ることが必要です。

○　市営住宅の優先入居制度の見直し

入居優先度が高いと考えられる世帯の入居機会を拡大するため、目的別分散入居や優先入居制度の導入が必要です。

○　市営住宅の入居機会の公平性への対応

市営住宅入居による利益が特定の世帯に集中することのないよう定期借家制度の導入など入居制度を見直すとともに、市営住宅の入居基準に適合しなくなった収入超過者などに対してあんしん賃貸住宅の斡旋等を行い明け渡しを促進することが必要です。

○　市営住宅の管理運営の効率化

市営住宅の管理においても、指定管理者制度を導入し、民間事業者の賃貸住宅管理ノウハウを活用し、市民サービスの向上や市営住宅管理の効率化を図る必要があります。

【課題２】市営住宅の整備方針の転換と有効活用

○　市営住宅の高齢者・障がい者対応の推進

市営住宅においては、高齢者の身体的負担が少ない1、2階まではバリアフリー化を進め、高齢者や障がい者が安心して居住できる住宅を供給することが必要です。

○　市営住宅跡地の活用

地域の需要や立地条件に応じ、福祉施設や高齢者に配慮した住宅の分譲地として処分や活用をしていくことが必要です。

○　市営住宅の再編

市営住宅が本来有すべき役割を明確にした上で、その役割を果たすために必要な量・質のストックのみを維持し、その他のストックについては、耐用年数や立地条件などに応じて、用途廃止や再編などを行っていくことが喫緊の課題となっています。

○　市営住宅の長寿命化

税法上の耐用年数（47年）まで利用することを念頭に、計画的な改修や予防保全を行い、市営住宅の長寿命化を図ることが必要です。

【課題３】民間賃貸住宅市場の環境整備と民間賃貸住宅の活用

○　住宅確保要配慮者のすまいの確保

高齢者や障がい者、外国人といった世帯が円滑に住宅を確保できるような入居の支援策が必要です。

○　すまいに関する情報発信

市のホームページなどの媒体を活用して、住まいに関する情報を発信することが必要です。

○　民間賃貸住宅の公的賃貸住宅への活用

公営住宅への入所基準を満たす世帯のうち、比較的、自力で住宅を確保しやすいと考えられる世帯を中心に、良質な民間賃貸住宅の斡旋などの入居支援を行っていくことが必要です。

【課題４】良質な住宅ストック・まちなみの形成

○　地域の個性を活かした景観づくり

本市においても、日々の生活のなかで、ゆとりと潤いを感じることのできる住まいを提供していくために、地域の豊かな景観資源を活かした景観づくりを進めていくことが必要です。
○　環境配慮型住宅の普及
太陽光発電や高効率給湯器といった省エネルギー機器の導入や省エネ性能の高い住宅の普及を図り、日々の生活から排出される二酸化炭素排出量を減らしていくことが必要です。また、住宅を設計する段階から、地球環境に負荷をかけないような住宅づくりを心がけていくことが必要です。

○　既存民間住宅の高齢者対応の推進

バリアフリー対応の住宅が広く流通するように、支援施策の充実や啓発活動などの取り組みを推進していくことが必要です。
○　既存民間住宅の耐震化

災害時にも被害を最小限に抑え、住民の生命を守るために、老朽木造住宅の耐震化を推進していくことが必要です。







１．計画の策定にあたって





子育て世帯専用住宅があるとよい。


低額所得者用の住宅は少ない。


高齢者は,保証会社が利用できない場合がある。





関連計画





２．鈴鹿市の現況





住生活基本計画（全国計画）





三重県住生活基本計画





第５次鈴鹿市総合計画





連携





地域住宅計画


都市マスタープラン


緑の基本計画


耐震改修促進計画


環境基本計画


次世代育成支援行動計画


高齢者福祉計画　など





整合





鈴鹿市住生活基本計画





市





国





県





事業者ニーズ





市民ニーズ





市営住宅は,低額所得者や高齢者・障がい者への住宅提供が重要


管理戸数は「減少すべき」44.1％，


「現状維持」40.7％,「増やすべき」7.2％





公営住宅の状況





公営住宅は2,152戸。


内、市営住宅は14団地1,817戸


S30～50年代建設が約6割程度


空き家募集は約120戸/年


高齢者のいる世帯は628世帯で38.6％を占め、内、263世帯が高齢単身


1/3程度の世帯が入居期間20年以上


収入超過者は約12％


古い団地ほど世帯人員が少ない





住まいの状況





住宅ストックは増加


空き家率はH20年は9.1％と減少


持家の住宅規模は借家の約3倍


最低居住水準未満は借家で12.9％


住宅の耐震化率は76.2％


新築住宅着工戸数は、H18年までは


増加傾向


H17年以降、賃貸住宅の供給は


1,100戸超/年





ひとの状況





総人口・総世帯数は微増傾向。


世帯当り人員は減少傾向。


H21年：2.71⇒H37：2.52人に


人口はH32年をピークに減少。


H42年は2,645人減の195,270人に 


高齢単身、高齢夫婦とも増加傾向 


子育て世帯は14,000世帯前後


ひとり親世帯は、微増傾向 


外国人はH21より減少





３．住宅施策の課題





４．基本理念と施策の基本的方向





５．重点推進施策





子育て





外国人





障がい者





高齢者





低額所得





② 公営住宅を活用した住宅確保要配慮者の居住安定


〈施策>　目的別分散入居制度の導入


定期借家制度の導入








③ 民間賃貸住宅への入居支援


〈施策>　民間賃貸住宅家賃助成制度の検討








① 居住安定のための住宅関連情報の提供


〈施策>　あんしん賃貸支援事業








市営住宅








民間賃貸住宅





重点推進施策１　　　民間賃貸住宅と連携した住宅確保要配慮者の居住安定



































住宅確保要配慮者





重点推進施策２　　　市営住宅の効率的な活用・再生





重点推進施策３　　　市営住宅跡地の活用





地域需要に応じた福祉・医療施設





高齢者に配慮した分譲住宅地





戸建





戸建





戸建





戸建





戸建





戸建





市営住宅








・土地利用の方向性検討


・土地利用構想の検討





・民間へのｲﾝｾﾝﾃｨﾌﾞ検討


・規制緩和策の検討





貸付の場合





売却の場合





福祉・医療施設等








②　民間事業者を活用した跡地活用





市営住宅跡地





①　地域のまちづくりに資する跡地活用方策の検討





十宮団地、桜島団地、ハイツ旭が丘、高岡山杜の郷、潮風の街磯山





岡田団地、安塚団地、一ノ宮団地


（鼓ヶ浦団地）





東玉垣団地、道伯団地、十宮団地、鼓ヶ浦団地、南旭が丘団地（一ノ宮団地、一ノ宮地区内団地、東玉垣第2団地）





長寿命化





維持保全


（一部用途廃止）








用途廃止


（一部維持保全）





活用方針             　　　　  対象団地





中層耐火


（S56年～）





中層耐火


（～S56年）





簡易耐火





構造別市営住宅
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